
Ⅴ 企業年金研究会  
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■t■■■■■■■■■暮■■■■■■■■■■■■■t■暮■■■■■＝＝■■■■■■●■■■■■■1■■■■▲＝＝■■■■■■■＝＝＝t■1■■■■■■■■■■＝＝■■＝■■■■■■■■■■  

Tll■■■■■■■■■■1■■■■1■■■■■■■■H■■■■■■■■■■■1■＝＝■■■■■■■■＝＝■■■■ ■■■■■■■■■t■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝＝＝■■■■■＝＝■■1■■■｛｛■■■｛■■1■■■＝■ ■■  

30   



企業年金研究会について（1）  

1．趣旨  
確定拠出年金法、確定給付企業年金法のいわゆる企業年金二法は、それぞれ平成18年10月、平成19年4  
月に、施行から5年を経過することになる。  

これらの法律の附則には、「施行後5年を経過した場合において、法律の施行状況を勘案し、必要があると  
認めるときは、法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」という  
規定が設けられている。  

このため、企業年金に関する研究会を設置し、企業年金二法について、施行の状況の検証等を行うもので  
ある。   

2．研究事項  
（1）確定拠出年金の施行状況について  

（2）確定給付企業年金の施行状況について  

（3）その他   

3．構成員  

＜オブザーバー＞  

菊地 敏義 日本商工会議所  

西山 裕  企業年金連 

日原 知己 国民年金基金連合会  

＜委員＞  

森戸 英幸（座長）成践大学法科大学院教授  
日本労働組合総連合会 生活福祉局長  

みずほ年金研究所 年金研究部 部長  

日本経済団体連合会  

東洋大学 経済学部 教授  

国立社会保障・人口問題研究所 政策研究調整官  

東京大学 大学院法学政治学研究科 客員教授  

野村資本市場研究所 研究部主任研究員  

日本年金数理人会  

（住友信託銀行 年金研究センター制度研究部長）  

小島 茂  

小野 正昭  

加子 茂  

駒村 康平  
島崎 謙治   

野村 亜紀子  

藤井 康行  

1L■」」」L■」L   
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企業年金研究会について（2）  

4．開催概要  
＜第1回企業年金研究会（平成18年10月10日（火）開催）＞  

議題：1．企業年金の施行状況について  

2．要望事項について  

【日本経団連、日本商工会議所、連合、企業年金連合会、国民年金基金連合会からの意見陳述等】  

3．その他   

＜第2回企業年金研究会（平成18年11月6日（月）開催）＞  

議題：1．関係者からのヒアリング  

生命 【信託協会、保険協会、企業年金連絡協議会、国民年金基金連合会よりヒアリング】  

2．その他   

＜第3回企業年金研究会（平成18年11月27日（月）開催）＞  

議題：1．関係者からのヒアリング  

【記瑚ネットワーク（NRK）、日本インベスター  

・ソリューション・アントテクノロジー（JIS＆T））、NPO法人確定拠出年金教育協会、在日  

米国商工会議所（ACC」）＋よりヒアリング】  

2．その他  

＜第4回企革年金研究会（平成19年1月24日（水）開催）＞  

議題：1．プレゼンテーション  
【アメリカの企業年金制度、オランダの企業年金制度について委員等からプレゼンテーション】  

2．関係者からのヒアリング  
【日本年金数理人会、企業年金連合会よりヒアリング】  

3．論点案等について  
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参考資料   



1．企業年金等の比較（1）  

確定拠出年金（掛金建て年金）  確定給付型年金（給付建て年金）  

国民年金基金  
／女七少九ヰヽ人生上⊂A＼  ／ー岩■′ト上亡A〃ヽ  虚けせ・〟ヒイ＝＼  

＼仔エ・■十三EVノ印】1＝’lヽ1jノ   ＼ホ℃什／ふ⊥亡禾▲ト正ノ   ＼千肌∠サ十Jノ1CJ充」⊥ノ  

基本的なしくみ  掛金額を保障（給付額は、運用成果により決まる）  保障  給付観を保障   

運営主体   事業主   国民年金基金連合会  厚生年金基金   企業年金基金又は事業主   事業主   国民年金基金   

加入者等   厚生年金の被保険者  【第1号】自営業者等1  厚生年金の被保険者  従業員  自営業者等  

号被保険者  

【第2号】他の企業年金  1号被保険者  

を導入していない企業  

の従業員  

（60歳未満）  （60歳未満）   （70歳未満）  （70歳未満）  任意  （60歳未満）   

老齢給付   5年以上の有期又は終身年金（掛金＋その運用益で年   代行部分：終身年金   5年以上の有期又は終身年金  

金化）  
加算部分：半分以上は終身年金  

金   
（給付）  2ロ目～：終身or有期  

一時金選択可能  一時金の選択可能   一時金の選択可能   一時金の選択不可   

（支給開始年齢）  10年以上の加入期間で60歳  規約の定め   規約の定め  原則60歳   原則65歳   

（60歳～65歳、50歳～60歳  
（注）10年に満たない場合、支給開始年齢を引き延ばし  
61歳：8年以上、62歳：6年以上、63歳：4年以上、64歳  

の退職者）  

2年以上、65歳：1月以上  

（給付水準）   3．5万円   5．2万円   加算部分：2．5万円  5．4万円   8．3万円（平均月額）   1ロ日原則3万円  
代行部分：3．1万円  

2□目～原則1万円   

脱退一時金  原則中途引出しができない（ただし加入期間3年以内   3年以上の加入者に支給  3年以上の加入者に支給  任意。規約で定めれば可  任意の脱退なし。脱退－  
時金もない。  

■1■■■1■■■■■■■1■■■＝■1■■■■■■■■■■■■■■■1■■■■■■■暮■■■1■■■■■1■1＝＝T t■■■t■■＝＝■＝■■■■■t lll■■■■■■■■■T■■■■t t■■■■■■＝■t＝＝■■■■■■t＝＝■1■■■■  
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1．企業年金等の比較（2）  
確定拠出年金（掛金建て年金）  確定給付型年金（給付建て年金）  

制度  企業型   個人型   厚生年金基金  確定給付企業年金  税制適格年金  
（厚生年金の一部を代行）  （純粋な企業年金）  （平成24年3月で廃止）   

国民年金基金  

掛金  事業主搬出のみ  太人跡出のみ   ・代行部分：免除保険料   事業手跡出が原則   
※加入者 

事業主拠出が原則   本人拠出のみ  
の拠出は不可  

※事業主と加入者が折半  ※加入者拠出も可  加入者拠出も可   加入時年齢、男女別によ  
り決まる   

■加算部分：多くは事業主の負担   加入者が同意した場合  

掛金の拠出限度額   他の企業年金なし：4．6万円  なし   なし   6．8万円（月額）  
額）（国民年金基金と同  

他の企業年金あり：2．3万円   （確定拠出年金個人型と  

同枠）   

【第2号】1．8万円（月  

額）   

資産の運用・管理   凪ム剋に豊里され運営管理機関（金融機関等）から提 示された商品傾貯金 

、株式等）の中から選択して目  
畳が達見を行う  

積止基準がなく、介姜等の追加搬出の必要なし  積⊥基準があり、積⊥不足の場合、企業の追加拠出が必要  積立基準なし   積立基準あり   

迦出盛   韮豊丘  非課税   韮孟塩 ※加入者拠出：宴首謀槻（生命保険料控除）   非課税  

税  

遣且盤  特別法人税課税  美質非課税   特別法人税課税  入者掛出分：非謹柏  非課税  

制  特例措置により平成19年青まで演結  特例措置により平成19年唐まで凍結  

造血塵  年金：公的年金等控除（標準的な年金額までは非課  年金：公的年金等控除※加入者拠出相当分：非課税  
税）  

一時金ニi艮胞所碍控除  一時金：退職所得控除  一時金：追放所篠控除  

受託者責任（資産   忠実義務：法令・規約等を遵守し、加入者等のため   忠実義務  なし   理事の忠実義務   
運用に当たっての   こ忠実に業務を遂行  分散投資義務：積立金を特定の運用方法に集中しない方法に  理事の利益相反行為の   
責務）  利益相反行為の禁止：自己又は加入者等以外の第三   より運用  禁止  

者の利益を図る目的で契約の締結等を行ってはなら  
ない。  

■■■1＝■▲■■■■■■■■■■■■■1■■■■■■■■■■■■t■1■■■t■■■■■■■■■■■■■＝＝■暮■■■■＝＝t■■■t■■■■■■＝＝＝■1＝＝＝■■＝＝＝＝＝▲＝■1■暮1■■■■■■■■■  
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2．企業型確定拠出年金の移行状況等  

④規約の類型  ③他の制度からの移行状況  

連合型規約  

2，586社，35％  
149件2％  912件12％  

（注）総合型規約＝一総合型という名称の入っている規約  

連合型規約・・・連合型またはグループ型という名称  

の入っている規約  

（平成18年3月未現在 厚生労働省年金局調べ）  （平成18年8月末現在 厚生労働省年金局調べ）  

■＝＝■■■■■ト■■■■▲■■■■■＝＝■＝■■■－－1－1－■－－－－■■－－■■一暮■1－■■－…■－■－－■■－■■■■1■■■■■■■■Tt■■t■■■嘉■■■■■■■■1■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■1■tl■■■1■■■暮■  
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3．キャッシュバランスプラン  

（イメージ）  

○ キャッシュバランスプラン（確定給付型の一種）   

→ 確定給付型と確定拠出型双方の特長を併せ持つプラ   

ン（ハイブリッド型）で、アメリカで普及しているもの。  

○ 具体的な仕組み   

・資産は一括運用され、運用リスクは事業主が負担。  
給付額は、例えば、各期の給与の何％といった額に客観  
的な指標に基づく利率で付利したものを支給開始時点ま  

で累積した総額（年金原資）。  
■ 客観的な指標には国債利回り等が用いられる。  

○ 特長（メリット）   

・事業主にとっては、給付に責任をもちつつ経済環境の  
変化に対し柔軟な対応が可能となる。  

加入者にとっても、財政の安定が図られるとともに、客観  
的指標を通じた給付水準が確保され、過去期間分の原資  
も明確になる。   

支給時  

※1 国債利回りの実績によって、（むから②の間で年金原資が定まる。  

※2 従来の給付設計は、   

・加入者であった間の平均給与に一定の乗率や加入者期間を乗じる方法  
■ 最終給与に一定又は加入者期間に応じた率を乗じる方法  
などであり年金原資はあらかじめ定まるのが一般的。  

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝■t■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■1■■■t■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝＝■■■■■■■■■■■■ ■＝ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ■■  
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4．厚年保険料率と免除保険料率の主な推移  

r雪上土庸仝但除虫l葱  島陰但除虫：l痘  

改正時   改定年月   
J十⊥T上⊥Ll一巾ヽl鱗．1、T十   ノしIヤJヽlイヽl供1’T †  

（男・子）   （男 子）   

昭和41年   昭和41年10月   5．5   2．4   

昭和44年   44年11月   6．2   2．6   

昭和48年   48年11月   7．6   2．8（S49．11）   

昭和51年   51年 8月   9．1   3．0   

昭和55年   55年10月   10．6   3．2   

昭和60年   60年10月   12．4   

平成 元年   平成 2年 1月   14．3   

3年 1月   14．5   

平成 6年   6年11月   16．5   3．5  

8年10月   17．35   3．2～3．8（H8．4）   

平成11年   （11年10月）  

（凍結）   

平成12年   15年4月  
（総報酬制の導入）   

13．58   2．4～3．0   

平成16年  16年10月  
13．934   

（※）  （凍結解除）  2．4～5．0（H17．4）  

17年 9月   14．288   

（※）厚生年金保険料は、平成16年10月から毎年0．354％ずつ引き上げ、平成29年度以降は18．30％となる。  

t■▲■■■■■tt■■■■■■■111■■1■■■■■■■■tll■＝＝■■■■■■■▲■■＝＝■■■■■■■■■t■■■■＝＝■1＝■1＝＝t■■＝■■＝＝■■■■■暮1■■暮t▼＝＝＝■1■■■■■1■■■■■1■  
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5．厚生年金基金の資産構成割合  

資産構成割合（年次推移）  

（単位：％）  

年 度   Hll   H12   H13   H14   H15   H16   

国内債券   22   21   21   23   20   21   

転換社債   2   1   1   0   0   0   

国内株式   36   34   32   26   28   29   

外貨建債券   10   10   10   12   

外貨建株式   18   18   20   16   15   18   

一般勘定   12   14   8   

その他   1   1   2   4   5   6   

短期資金   3   2   3   4   10   6   

合計   100   100   100   100   100   100   

【出典：企業年金連合会「資産運用実態調査」】  

（注1）それぞれの資産構成割合は、調査対象基金（全基金）合計の年度末資産総額に対する比率である   

（平成15年度以降は調査に回答があった基金（平成16年度は784基金）の合計。）  

（注2）「その他」は、オルタナティブ投資・不動産・貸付金等である。  

■11■■■■■■■■■■＝■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■暮■■■■■t■■■■■t t■■■■■■■■■■■■＝＝1■t■1■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■t■■■■■■■■■■■■■■■t■■■■■■＝＝＝■＝＝■暮｝■■■■  
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6．厚生年金基金の修正総合利回りの推移  

版打払∠ゝ壬l川訂l．t′n地毛立 11診⊥⊥Ilul＞Fコ ′l’リlエコーノヽ′ノ】ロ亡1てy   

％  

【出典二企業年金連合会「資産運用実態調査」】  

（注1）平成14年度までは全基金の加重平均、平成15年度以降は調査に回答があった基金（平成16年度は784基金）の加重平均。  

（注2）修正総合利回り（％）＝（総合収益÷期中平均残高）×100  

■■■■■t■■■■■■■t■1■▲■■■■■■■▲1■■■■■■■■111■■■■■111■■■■■1暮■■■■■■■■■■1■1＝■＝■■■■事▲▼■＝■■■■■＝＝■■暮」■＝■■■1tll暮■■■■■■■■1■■■1■■■■■■■■■■暮■■■■■■■■■■  
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7．厚年基金と厚年本体の運用利回りの推移  

厚生年金基金と厚生年金本体の運用利回りの推移  

年度   S41   S42   S43   S44  S45   S46   S47   S48   S49   S50   S51   S52   S53  S54   

厚生年金基金  9．02   9．22   9．58   9．57   9．51   8．99   8．39   8．54   

厚生年金本体  6．41   6．47   6．46   6．45   6．46   6．47   6．47   6．38   6．60   6．93   7．03   7．13   7．00   6．88   

年度   S55   S56   S57   S58   S59   S60   S61   S62   S63   Hl   H2   H3   H4   H5   

厚生年金基金  8．72   8．88   8．95   9．07   9．20   9．25   9．75   9．35   8．53   7．48   6．85   5．71   4．15   4．36   

厚生年金本体  7．06   7．25   7．22   7．20   7．17   7．16   7．11   6．77   6．29   5．94   5．90   5．97   5．82   5．52   

年度   H6   H7   H8   H9   H 10 H11 H 12 H 13 H 14 H 15 H 1666 

厚生年金基金  3．21   3，51   2．64   5．74   2．49  13．09  ▲9．93  ▲4．34  ▲12．74  16．59  4．69   

厚生年金本体  5．34   5．24   4．99   4．66   4．15   3．62   3．22   1．99   0．21   4．91   2．73   

年 度   Hll  H12  H13  H14  H15  H16  H17  H18   

最低責任準備金に付利する率   4．66  4．15  3．62  3．22  1、99  0．21   4．91  2．73   

（注1）厚生年金基金の利回りは、平成8年度までは簿価基準、平成9年度以降は時価基準である。  

（注2）厚生年金本体の利回りは、平成12年度までは預託分の実績、平成13年度以降は、預託分及び寄託分の実績である  
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